




































The expansion of foreign department stores in  













































中国小売市場は拡大を続けており、最近の 20 年間では、年平均成長率では 13％のペー
スで成長してきた。2015 年末には、市場規模（社会消費品小売総額）は 30 兆元（日本円：
約 500 兆円1）に達した。ただ近年は、中国経済の減速による影響を受け、小売市場の成長
スピードが緩やかになっている。本論文では、中国市場での外資系百貨店の進出歴史を明
                                                
1 2017 年 7 月 13 日のレートによる。 















～1995 年の実験期、③1996～2000 年の適応期、④2001～2004 年の発展期、⑤2005 年から
現在までの拡張期、の 5 つの段階に区分している。また、矢作らは、中国小売市場の開放
プロセスを、①1992 年７月以前の原則閉鎖期、②1992 年 7 月～1997 年の「漸進的開放期」、
③1997～1999 年の整理整頓期、④1999～2004 年 12 月の大幅緩和期、⑤2004 年 12 月から
現在までの完全自由期の 5 つの段階に分けられている。このほか、小売市場における国家





を①1992～1996 年の導入期、②1997～2004 年の調整発展期、③2005～2011 年の競争期、
④2012 年から現在までの成熟期の 4 段階を分ける。これらの各段階を順に見ていく前に、
1992 年以前の時代を概観する。 
                                                
2 王（2006）310～312 頁。 
3 秦・鄭（2008）45～50 頁。 








1900 年に中国の東北地方ハルピンにロシア商人チューリン（Ivan. Jaqualevichi. Tyulin）
による中国初の百貨店「秋林洋行」が開業した。同店が中国に進入した初の外資系百貨店
となった。その後、イギリス商人が 1904 年から上海において恵羅公司（Whiteaway、Laidlaw 










                                                
4 洋行とは、中国で外国人が経営する商店を指す。 
5 泰興公司とは、現在の香港高級百貨店レーンクロフォードの前身。1850 年にイギリス商人 T. A. 
Lane と Ninian Crawford による香港で誕生した。1900 年代前期に、広州、上海、神戸と東京に進出し
た。 








9 先施公司は 1900 年に香港で設立し、1911 年に広州、1917 年に上海の南京路で支店を相次いで設
立した。 
－ 4 － 
（The Sincere & Co. Ltd.）、郭楽の永安公司10（The Wing On Co. Ltd.）、劉錫基・李敏周の








た。ビルの 2、3 階には、イオニア式の柱を設置し、3 階の円弧形の軒を支えた。ビルの 4
階は鉄製のベランダが設置され、5、6 階には両開きの窓を設け、内部も豪華装飾され、上













                                                
10 永安公司は 1907 年に香港で設立し、1918 年に先施公司と同じに上海の南京路で支店を設立した。 
11 劉錫基・李敏周は先施公司の元高級幹部であり、馬応彪との利益配分で独立して資本公募で 1926
年に新新公司を設立した。 





（1917 年 10 月 21 日号） 














一気に当時の中国小売市場の中核部分へと成長した。1936 年、上海における 4 社の華僑系
                                                
15 菊地敏夫（2010）126 頁。 
16 菊地敏夫（2012）88 頁。 
 
 表 1 日中戦争前期華僑系百貨店の経営状況 単位：万元 
 永安公司 先施公司 新新公司 大新公司 物価指数＊ 
 売上高 利潤 売上高＊ 利潤 売上高 利潤＊ 売上高 利潤  
1937＊ 842.4 82.1 673.9 5.0 335.3 －4.6 379.5 7.1 100 
1938 1044.8 835.8 835.8 42.3 529.2 40.6 577.3 77.7 128.6 
1939 1821.6 314.1 1457.3 75.2 815.0 11.3 886.8 176.8 209.2 
1940 3468.5 457.0 2774.8 92.7 1580.8 36.9 1755.9 402.7 455.9 































                                                
17 当時、上海で一箱のタバコ（金鼠ブランド）の値段は 0.57 元であった。中国科学院上海経済研究
所（1958）345 頁に参考。 
18 1936 年の上海全市の小売店の売上高は約 2000 万元と推定されている。許・呉（1993）252 頁に
参考。 
19 中国では、一般的に日中戦争期の上海史は太平洋戦争を境に「孤島」時期(1937 年 11 月～1941







22 菊池（2005）180～181 頁。 
－ 7 － 
迫した。加えて国内内戦の激化に伴う軍事費の増加、インフレ物価上昇に伴う諸費用の急




















になった。1953 年から 1990 年代まで約 40 年間は、中国小売業の対外開放は全面的に禁止
され、ようやく 1990 年代になって、改革開放が徐々に行われるようになり、外国資本がよ
                                                
23 久保（1996）52～53 頁。 
24 1948 年 8 月 19 日に、当時の行政院院长翁文灏と財務部部長王雲五は、経済統制をさらに強化し
ながら幣制改革を実施する「財政経済緊急処分令」を発表した。この「財政経済緊急処分令」は、
主に 2 つ重要な内容がある。1 つは、金・銀・外貨の所持禁止し、個人が金・銀・外貨を持っている
場合、9 月 30 前に新たな発行した紙幣「金圆劵」と兌換しなければならない。違反者は資産を没収
されることとなった。2 つは、政府はすべての商品の価格を 8 月 19 日の価格に定められた。 
25 1948 年 8 月から 1949 年 5 月まで、物価がおよそ 640 万倍高騰した。商業部百貨店局編「中国百
貨商業」15 頁を参照。 
26 1953 年には、永安公司のみは百貨店業務を経営していた。他の外資系百貨店は 1950 年前後には、
閉店あるいは転業するようになった。 





























                                                
27 川端（2011）182～183 頁。 
－ 9 － 
出に対する警戒心を持っていた。1992 年に国務院に認可された外資系小売企業の 15 社の









放の第 2 弾を打ち出し、北京と上海で 2 社の外資企業の連鎖経営の試行を認めた。ただし、
進出形態は合弁会社のみに限定し、中国側は 51％以上の株式を持つという方針を維持した。 
１－２－２ 外資系百貨店の再進出開始 
 1992～1996 年の 5 年間は、中国小売市場の対外開放の実験期であったが、政府が参入企
業の小売業態を総合小売業態に限定したため、この 5 年間に、中国小売市場に参入した外
資系企業はほぼ百貨店業態であった。したがって、この 5 年間は外資系百貨店企業が中国











                                                
28 ニチイは、2011 年にイオンリテールに吸収合併された株式会社マイカルの 1996 年までの社名。 
29 呉（2000）41 頁。 





















2000 万元を中国企業側から貰った。燕莎友誼商城は、1992 年 6 月に開業したが、1993 年 4 月に、シンガポール
の企業との合弁事業を始めた。貴友大厦は 1990 年に開業したが、1993 年に香港の投資企業の投資を受け、合弁
事業を始めた。西武は香港西武の子会社である。1996 年香港西武は中国市場での西武と共にディクソングループ
へ株式の 85％を売却し商標貸与契約を結ぶ。2003 年には全株譲渡を行った。川端（2011）300 頁を参照。PCDS
とは Printemps China Department Store の略であり、当時フランスの PPR（Pinault-Printemps-Redoute）グループと
香港企業トップフォームによる成立された企業である。2001 年に香港ポーツ国際グループに買収された。 
出所）李（2009）表 4－1 王編（2008）表 3－1 川端（2011）百貨店とスーパーの海外店舗データベースより
筆者作成。 
 









していた。このような地方政府が導入した外資系小売企業は、1998 年末までに 227 社が存
在した30。これらの地方政府が認可した外資系小売企業は、規模が大きく資金力もあり、
商品の価格支配力も高かったため、市場占有率を拡大するために、過度の価格競争となり、









 この状況の中、1999 年 6 月に政府は「外商投資商業試行弁法」を発表した。この弁法に
より、「試点」の範囲を全省都、自治区、計画単列都市と特別経済区に拡大することとなっ
た。同弁法では、4 つの直轄市で 1 社の合弁企業が卸売業も兼営する試行を認め、従来北
京、上海でかつ 2 社の連鎖経営企業の試行を、経済中心都市、商業貿易中心都市に拡大す
るようになった。さらにこの弁法は、3 店舗以下を持つ合弁連鎖企業に、外国側の出資比
率の上限を 50％以下から 65％以下まで高め、参入企業の資格に新規定も導入した。 
 2001 年 12 月には中国がＷＴＯに加盟した。これにより、中国小売業の対外開放はさら
に加速することとなった。ＷＴＯ加盟議定書の中で、中国政府は、サービス業の開放を約
                                                
30 李など（2009）51 頁。 
31 曽根（2011）198 頁。 






表 3 「中国ＷＴＯ加盟協議」における小売業の開放 
加盟時 
 5 つの経済特区と 6 つ都市で中外合弁企業の設立を認める；北京と上海での中外合弁企業は




加盟 1 年内  外資系企業の書籍、新聞、雑誌の小売事業を開放。 
加盟 2 年内 
 外資独資経営が可能になり、すべての省都、重慶、寧波での外資系小売企業の設立が可能に
なる。 




品、化学肥料を取り扱う 30 店舗以上の連鎖経営については外資の独資は不可。 







全国 212 店の大型商業施設のうち、199 店の売上高はマイナス成長となり、160 店の利益率






久光百貨の、わずか 5 社だけであり、すべての企業が台湾系と香港系であった。 
                                                
32 呉 前掲書、44 頁。 
－ 13 － 
表 4 調整発展期における外資系百貨店参入リスト 
 
注）来雅百貨は 1998 年に運営会社として、中国百貨店企業から運営委託を受け、百貨店の運営を行った。2002
年から、来雅百貨はフィリピン企業 SM グループと連携し、SM グループ開発したショッピング内の百貨店の
運営が、すべて来雅百貨は担当する。2006 年に、来雅百貨は PCDS に買収された。庄勝崇光百貨は、そごう
と各関係会社の香港の合弁会社を経由して、商標貸与契約を締結した。中国では、一般的庄勝崇光百貨を国
内企業と認識している。 





因により、急速に発展した。1997 年から 2004 年末までには、60 店以上の新店舗が開店し
た。これらの店舗は、北京、上海などの一線大都市だけではなく、成都、青島、瀋陽など
の内陸大都市や沿岸部中小都市にまで出店した。そこで、マレーシア資本のパークソンは、







5 社であったが、同時期には、大型超市は中国市場に参入した企業は 9 社であり、220 店以
上の新店舗が開店した。さらに 2004 年外資系超市業態企業（大型超市・ウェアハウスクラ
ブ・超市含む）の成長率は、他の業態よりも高かった。カルフールが 21％、ウォルマート
が 30％、ロータスが 40％、メトロが 15％、オーシャンが 63％、蘇果超市が 45％、トラス
トマートが 55％、華潤万家が 7％で、その中 5 社の成長率が 30％以上に達した34。表 5 は、
                                                
33 関根（2009）239 頁。 
34 汪（2006）362～263 頁。 
－ 14 － 
2004 年における外資系小売企業売上高トップテンランキングを示している。このうち 9 社





 表 5 2004 年外資系小売企業売上高 10 社企業 （単位：億元） 
順位 企業名 主要業態 売上高 
１ カルフール 大型超市 162   
２ 蘇果超市 大型超市・超市・コンビニ 139   
３ 好又多（トラストマート） 大型超市 120   
４ 華潤万家 大型超市・超市 110   
５ 大潤発 大型超市 95   
６ ウォルマート 大型超市・ウェアハウスクラブ 76   
７ パークソン 百貨店 74   
８ ロータス 大型超市 74   
９ テスコ楽購 大型超市 70   
10 江蘇時代超市 大型超市 37   




中国はＷＴＯの加盟協議により、2004 年の 12 月以降、外資系小売企業に対する地理的





 WTO に加盟 3 年が経過し、中国経済は急速に発展し、中間所得層が増え、消費欲求も





系流通企業は 1,027 社となり、外資の投資額はおよそ 18 億ドル、店舗数は 1,660 店に達し
た。2011 年の「小売連鎖企業百強」では、外資系企業が 21 社ランクインし、店舗数はお
よそ 8,566 店舗に達し、売上高が 3,910 億元で、前年比 28.7％増加し、100 社のうちの総売






















－ 16 － 
この時期は、1992～1996 年の導入期の後、2 回目の外資系百貨店投資ブームであった。
2005～2011 年までの 7 年間で、7 社の百貨店企業が中国に参入した。さらに、中国統計局
のデータでは、2011 年までに外資系百貨店企業の店舗数は 553 店舗となり、百貨店全体の
11.5％を占めた。また、外資系百貨店の売上高は約627億元で、全百貨店の総売上高の19.4％
を占め、2004 年の 15.7％より増加した。 
























36 王編（2008）81 頁。 
37 バイヤー制とは、自社のバイヤーが各メーカーから気になる商品を買取し、自社の販売員が買
取った商品を売る売場経営方式である。 
38 当時レーンクロフォード上海店の売場面積はわずか 2000 ㎡であった。 
－ 17 － 
表 6 競争期中国市場における主要な外資系百貨店参入企業と閉店店舗（一部）リスト 
参入企業 撤退店舗 
企業名 本社所在地 参入年度 進出形態 企業名 閉店店舗 閉店時間 
銀泰百貨 アメリカ 2005 合弁* 
パークソン 
成都総府店 2005 年 5 月 
新光天地 台湾 2006 合弁（50%） 長春店 2007 年 5 月 
ロッテ銀泰百貨 韓国 2006 合弁（50%） 長沙店 2008 年 4 月 
楽賓百貨 インドネシア 2007 独資 
レーンクロ 
フォード 
上海店 2006 年 12 月 
マークス＆スペンサー イギリス 2008 独資 杭州店 2007 年 3 月 
尚泰百貨 タイ 2008 独資 ハルピン店 2007 年 4 月 
イズミヤ 日本 2011 独資 東方商厦 常州店 2007 年 3 月 
    
太平洋百貨 
北京五カ松店 2011 年 10 月 
    北京盈科店 2011 年 10 月 
    
伊勢丹 
済南店 2007 年 9 月 
    上海淮海店 2008 年 12 月 
注）銀泰百貨は 1998 年に１号店を開業したが、2005 年にアメリカの投資を受け、合弁事業が始まった。アメリ
ア投資企業は銀泰百貨の浙江省事業の 40%、上海事業の 100%の株式を買収した。 












































                                                
39 楊（2015）61～62 頁。 
40 電子商務研究中心（2017.1.15）「同為小売、為何超市接連倒閉、コンビニの生意越来越好」 
＜http://www.jcxg.net/a/1015001.html 2017 年 5 月 27 日アクセス＞。 
41 洪・李（2015）6 頁。 






ウォルマートは 3・4 線都市を中心として、110 店舗の開店や配送センターを設置すると発
表した。他には、中国市場において外資系小売企業のトップ企業大潤発は、2015 年末まで
約 66%の店舗を 3・4 線都市に、7％を 5 線都市に出店している。しかし、このような動き
は大型店舗を有する小売企業の不振を改善することができなかった。中国連鎖経営協会が
発表した「2015 年主要外資連鎖企業経営状況」によると、主要外資系小売企業の中で、大




年の売上高成長率は 18.2％で、他業態よりもはるかに高かった。同協会の 2015 年のコン
ビニエンスストアに関する報告では、2014 年にコンビニエンスストア業界の売上高成長率
は 25%となり、店舗数の成長率は 22％に達し、小売業界の中で、唯一の 2 桁の成長率を維






が発表した「2015 年連鎖百強」によると、2015 年の主要な外資系小売企業の上位の 18 社
の中には、百貨店を主要業態とする外資系百貨店企業はわずか 3 社がランキングに入った







－ 20 － 
だけであり、3 社の業績すべてが前年比マイナスである。さらに、西武をはじめ、尚泰百
貨などの外資系百貨店は、2012 年から相次いで中国市場から撤退した。 
また、ＲＥＴ睿意徳中国商業不動産研究センターが 2015 年 3 月に発表したデータによる
と、2014 年から 2015 年 3 月までに、中国全国では閉鎖、あるいは閉鎖することを発表し




























44 人民網日本語版（2015.3.7）「中国の百貨店、依然続く淘汰の波 外資系百貨店の打撃顕著」 
＜http://j.people.com.cn/n/2015/0307/c94476-8859122.html  2017 年 4 月 14 日アクセス＞ 




















表 7 成熟期における外資系百貨店の中国参入リスト 
 
注）ギャラリー・ラファイエットはフランスの老舗百貨店であるが、香港アパレル企業 I.T グループとそれぞれ




出所）各社ホームページ、各社 IR 関係資料、新聞記事、雑誌記事などより筆者作成。 
 
























湖方面には松坂屋がそれぞれ進出した。1939 年 10 月末時点で、中国大陸に進出していた
日系百貨店は、13 社 70 営業所になった47。そして、日本軍の南方戦線の拡大に伴い、三越
は南方戦線の戦略拠点である海南島に店舗を展開した。 
 これらの百貨店の海外進出、特に日中戦争開戦後には、日本軍への協力などの政治的な
                                                
45 謝（1998）54 頁。 
46 川端 前掲書、18～19 頁。 
47 平野（2004）306 頁。 



























                                                
48 軍票とは、戦争時において占領地もしくは勢力下にて軍隊が現地からの物資調達及びその他の支
払いのために発行される擬似紙幣である。 
49 川端 前掲書、35～45 頁。 
50 川端 前掲書、188～189 頁。 
51 2017 年 4 月 20 日のレートで、約 2,800 万円。当時北京市年平均給料は 3,141 元で、日本円を換
算すると、約 4.97 万円である。 
－ 24 － 
には約 2,600 万元の損失が発生した。結局 1994 年に、ヤオハンは合弁を解消し、北京市場
から撤退することになった。皮肉にもヤオハンが撤退した後、賽特が高級ブランドを維持
しながら、中間層に向けの国産商品を増加するという商品構造改革を行い、1994 年からは























は 1997 年のヤオハン日本本社の倒産の遠因にもなった55。 
                                                
52 叶（1995）32 頁。 
53 高（1998）33 頁。 
54 中央公論（1994）第 109 巻 8 号、284～285 頁。 
55 川端 前掲書、191 頁。 
－ 25 － 
２－３ バブル経済後の日系百貨店の海外出店 
 日本では 1990 年代後半、バブル経済の崩壊やアジア通貨危機により、小売企業、特に百
貨店企業の業績が悪化し、海外に進出する企業が減少した。この時期に、日本の百貨店企
業が「出店」という形で海外進出したのは伊勢丹（シンガポール 1 店舗、中国 1 店舗、マ
レーシア 1 店舗）、三越（台湾 9 店舗）、そごう（台湾 2 店舗、インドネシア 1 店舗）56、













カ堂は北京に 2 店舗、成都に 1 店舗次々に開店した。 






して北京店にノウハウの提供や人材の派遣を行う手法を採用した。その後、2000 年 12 月
に庄勝グループは武漢にもそごう百貨店を開店したが、そごうは同様に人材の派遣を行っ
                                                
56 そごうは 2000 年の経営破綻により、2000 年以降の新店舗の展開はすべて商標貸与先による出店
である。 
57 胡（2003a）65 頁。 
－ 26 － 
ている。直接投資が難しい場合、通常は技術提携のロイヤリティ契約のみに終わるが、こ
のケースではコンサルティング会社を合弁で設立することにより、日本側の関与度を強め
た。海外市場進出の 1 つの手法として、興味深い試みであった58。 
1990 年代半ば以降、中国の社会消費品小売総額は、1996 年には約 28 兆元であったが、





 しかし 1990 年代後半、日本の小売企業の本国での財務状況が悪化しはじめ、倒産や経営
危機により海外事業からの撤退を余儀なくされた。結果的には、多くの日系小売企業が相
次いで撤退し、2004年末時点で中国市場に残っていた日系総合小売業はわずか 4社となり、
百貨店事業を展開したのは伊勢丹、イトーヨーカ堂、平和堂の 3 社のみとなった。 
 









点で、伊勢丹は 4 店舗まで拡大し（一時 5 店舗）、イトーヨーカ堂も北京が 8 店舗、成都が
5 店舗の計 13 店舗となり、平和堂も 3 店舗になった。しかし、このような規模は、同時期
                                                
58 川端 前掲書、191 頁。 




－ 27 － 
に参入した外資系百貨店企業と比べると、かなり小さかった61。中国経済の成長により、
各日系百貨店の業績も成長し続けた。さらに、イトーヨーカ堂と平和堂は市場を限定的し
て集中出店方式で店舗展開した。イトーヨーカ堂は 2006 年総売上高が約 586 億円で、中国
外資系小売企業のランキングで 15位となったが、店舗あたり売上高は約 73.2億円となり、
他の外資系小売企業よりも高かった。特に、成都でのイトーヨーカ堂 2 店舗は、1 店舗あ
たり売上高は約 125.52 億円で、外資系小売企業の 1 店舗あたり売上高の平均値 31.45 億円
より約 4 倍高かった62。伊勢丹も 2005 年に済南、2007 年に成都、2008 年に瀋陽でそれぞ
れに 1 店舗を開店し、業績も順調に成長した。 
 
 表 8 中国市場における伊勢丹、イトーヨーカ堂と平和堂 3社の業績推移 単位：億円 
  2005 2007 2009 2011 
  店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 店舗数 売上高 
伊勢丹 4 173 5 228 4 220 4 257 
イトーヨーカ堂 7 362 10 606 13 731 13 791 









結局わずか 2 年弱で赤字 5 億円を抱えたまま、済南から撤退した。翌年、伊勢丹中国第 1
号店上海淮海路店も閉店することになった。しかし、済南店と異なり、淮海路店が閉店す
る最大の理由は賃貸料の高騰であったが63、淮海路店の業績は下落した。上海経済の急速
                                                




＜http://news.efu.com.cn/newsview-26771-1.html  2017 年 5 月 12 日アクセス＞ 
－ 28 － 
な発展により、上海の繁華街では高級百貨店やショッピングセンターが急激に増加、消費
者の流れが分散した。淮海路店への来客数も次第に下降し、店内の内装や施設の老朽化も





 2012 年から、中国経済の成長は減速したが、依然として 6％以上高い経済成長率を維持
し、市場規模も年々拡大している。こうした状況で、日系百貨店企業は中国市場に注目し、
中国市場への投資も拡大し始めた。2012 年末には、高島屋は上海の古北新区に中国第 1 号
店を開店した。さらに高島屋は、5 年間で 2 号店、3 号店の出店計画を発表した。その後、
2015 年 2 月、大丸は上海新南東項目管理有限公司および上海新世界股分有限公司の 2 社と
事業提携契約を締結し、中国市場に進出した。 
一方、すでに参入した日系百貨店も中国市場での事業を拡大し始めた。伊勢丹は 2013





的して集中出店する平和堂も 2013 年 4 月に長沙市内の第 3 号店、湖南省の第 4 号店を開店
した。 
しかし、この拡大とともに、各日系企業は業績が伸び悩んでいる。最も早い段階に中国




存 4 店舗は 2015 年に総売上高が約 322 億円となり、前年比 46 億円減少し、営業利益はマ
イナス 0.53 億円で、前年比約 1.75 億円減少した。さらに、2016 年の第 2 四半期の決算資
                                                
64 2017 年 5 月現在、成都市の 2 号店はまだ開業していない。原因は不明である。 
－ 29 － 













不振が続いている。高島屋は 2013 年度の営業収益は約 52 億円で、営業利益はマイナス 15
億元となった。2016 年まで、高島屋は連続 4 年赤字となり、さらに、2016 年の営業収益は







貨の年次報告書によると、同店の 2015 年度の売上高は約 4.02 億元（65 億円）で、純利益
は約マイナス 4.14 億元（67 億円）となった68。この店舗の業績が不振であった最大の原因
は立地の悪さと考えられるが、他にも商品構成が消費者のニーズに合わないのがもう 1 つ
の原因であった。新世界大丸百貨店は上海の繁華街南京東路に立地したが、この繁華街は
                                                
65 三越伊勢丹ホールディングス第 2 四半期決算説明資料の 6 頁により計算した。 
66 豊台北路店は 2017 年 5 月 15 日に閉店する予定であった。 
67 レコードチャイナ（2016.06.03）「イトーヨーカドーの北京撤退が秒読みか、日系小売企業の窮状
―中国」＜http://www.recordchina.co.jp/b140451-s10-c20.html 2017 年 6 月 26 日アクセス＞ 
68 2017 年 5 月 19 日のレートにより。 






























                                                
69 胡（2003ｂ）34 頁。 

















を高めて、業績も順調に成長していった。王府井成都春熙店の 2016 年度売上高は約 25.2
億元で、成都の単店売上高の最上位となった。さらに、中国連鎖経営協会のデータによる








                                                




第 4 に、幅広い生活関連商品の調達と品揃え編集機能（購買代理機能）である。第 5 に、消費者へ
向けた店舗を媒体とした情報発信機能である。宮副（2004）502～503 頁を参照。 




























                                                
71 謝 前掲論文、50 頁。 
72 朱（2017）5 頁。 





















くの国内百貨店が多業態経営を発展し始めた。1999 年、中国百貨店 100 強企業の中で、多
業態経営する企業はまだ少なかったが、2003 年に、百貨店 100 強企業の中で、多業態経営
を採用する企業は 21％を占めるようになり、2006 年までにその比率は 30％までに上昇し
た。2007 年、100 強の中に 85％の企業は多業態経営を行っている。また、統計によると、
2003 年に中国小売 100 強に入った百貨店企業の中で、多業態経営を行う企業の売上高の平
均成長率は 27.4％に達し、2006 年の平均成長率が 24.4％に達した。単業態経営を行う企業
の平均成長率は 2003 年にわずか 14.4％になり、2006 年が 17.2％に達した。2004 年国家商
                                                
73 朱（2014）334 頁。 
74 王府井百貨店ホームページより＜http://www.wfj.com.cn/?v=1 2017 年 5 月 16 日アクセス＞ 
－ 34 － 
務部が発表した連鎖企業 30 強の中で、11 社が百貨店企業であり、この 11 社百貨店企業は
全部多業態経営を採用している。百貨店企業が新業態に進出する際、主に超市とコンビニ
エンスストア、この 2 つの業態を選んだ。2003 年中国小売業 100 強企業に入った百貨店企
業の中で、85.6％の企業が「百貨店+超市+コンビニエンスストア」という多業態経営を採























                                                
75 関根 前掲論文、239 頁。 





























雲商厦は 1998 年に大型家電量販店へ転換するようになった。もう 1 つの転換方向は卸市場
への転換である。この典型的な例は北京の万恵双安商場であった。万恵双安商場は 1998
－ 36 － 
年に百貨店の業績の不振により、官園商品卸市場と改名し、卸市場へ転換するようになっ














調査によると、全国大型百貨店の平均営業利益率は、1994 年に約 10.1％となり、1996 年
に、営業利益が 3.9％まで下落し、1997 年により減少し、2.9％まで下げた76。さらに中国
百貨商業協会のデータによると、近年人件費や家賃などの経営コストの増加により、2016









                                                
76 曾（2006）21 頁。 
77 中国百貨商業協会（2017.05.30）「2016－17 年中国百貨店業界報告（一）」 
＜http://www.ccagm.org.cn/zgbhsyxh/article/id/3061  2017 年 5 月 31 日アクセス＞ 
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